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はじめに

　前回は，時代の変化に合わせた
具体的な人事制度設計にかかる考
え方・ポイントのうち，報酬制度
の部分についてお伝えしました。
今回はその次のステップとして，
教育・研修制度をどうするかとい
う観点で論じていきたいと思いま
す。
　教育・研修制度と聞いて，読者
の皆様は何を思い浮かべるでしょ
うか？　教育は会社が成長するた
めに従業員に強いるものであり，
従業員は常に受け身であるなどと
いうのは，正直なところ古い考え
方です。
　前回の連載で，金銭報酬は従業
員にとってあくまで仕事に対する
不満の解消に過ぎず，従業員のモ
チベートにおける十分条件ではな
く必要条件に過ぎない，真に従業
員を動機づけるのはワークライフ
バランスや働きがい，自己実現，
評価，成長実感だと述べました。
　特に，あらゆる企業との報酬の
比較が容易になるなど，転職が従
業員にとって身近になり，新卒か
ら退職まで一社に勤め上げること
が普通でなくなっている現代にお
いては，改めて非金銭報酬を充実
させることの重要性が問われてい
ます。教育・研修制度も，その非
金銭報酬の 1つであり，従業員に

とっての会社の価値を高める大変
有効な手段です。

教育・研修制度への
株主・会社の建前

　なぜ，教育・研修制度が必要な
のか？　よくいわれるのは「アジ
ャイルな事業活動のための能力育
成」や，「政府がリスキリングを
推奨しているため」といったもの
です。確かに，株主・会社側から
すれば上記の理由で十分ですが，
ここに従業員の視点は含まれてい
ません。このような理由で教育・
研修制度を整備されても，従業員
はきっと面白くないはずです。教
育・研修制度は会社にとっても従
業員にとっても，求められている
ものですから，双方の必要性を理
解したうえでの整備が必要です。
　改めて従業員目線で，なぜ教育・
研修制度が必要なのか考えてみま
しょう。

教育・研修制度を
従業員が求める理由

　従業員から教育・研修制度が求
められる理由，それは大きく 2つ
あります。
　 1つ目は冒頭で説明したものに
も重なりますが，以前よりも転職
市場が活発化し，自己の能力を高
めることと，自身のキャリア構築
や報酬の向上に直接リンクしやす

い環境になってきているからで
す。自社と他社の比較が以前より
容易になった結果，自身の能力を
高めることで，よい条件，よい職
場環境の会社に転職できることを
認識できたり，逆に自らの能力・
市場価値が社会から見れば低いこ
とが分かり危機感を覚えたりする
ような機会が増えました。
　一人の人間として生活していく
ためにも，従業員はこれまでより
もさらに自らの能力を高めていか
なければならない環境にさらされ
ているのです。ゆえに従業員にと
って教育・研修制度は以前に比べ
非常に重要になっているといえま
す。
　従業員から教育・研修制度が求
められる理由，その 2つ目は教育・
研修を通した自己啓発と能力向上
が生活に対する満足度につながる
ためです。
　グラフ（図表）を見てください。
これは内閣府が令和 4年10月に
実施した国民生活に関する世論調
査の結果です。縦軸が自己啓発と
能力向上に関する満足度を示して
おり，横軸は現在の生活に対する
満足度を示しています。全体では
「まあ満足している」を含め，現
在の生活に満足している回答者は
52％程なのに対し，自己啓発と
能力向上に関して満足している回
答者中，同じ回答をした方は84
％程となっています。自己啓発と
能力向上に関して満足している回
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答者ほど，現在の生活に満足して
いるということが分かります。
　特に興味深いのは，自己啓発と
能力向上に関して不満だと回答し
ている方で，半分以上（55％程）
が現在の生活に対して「不満」を
感じ，「やや不満」を含めると 7
割を超しているなど，自己の成長
への不満が生活への不満につなが
っているという点です。つまり，
教育・研修制度の充実は，従業員
の生活への満足度を高める要因と
なりうるのです。
　さて，生活への満足度が高い方
とそうではない方のどちらが，転
職や退職を考えるでしょうか？　
生活に不満のある方のほうが，転
職や退職を検討しやすいであろう
ことは容易に想像できますよね。
ゆえに，教育・研修制度は従業員
の能力向上だけでなく，満足度向
上につながる仕組みといえ，会社
側からみれば事業成長とリテンシ
ョンを同時に行える制度なので
す。

教育・研修制度は
「費用」か「投資」か？

　ここまで従業員目線から見た現
代における教育・研修制度の在り
方を解説してきましたが，最後に
本制度の整備にかかる大前提，会
社のスタンスをお伝えします。教
育・研修制度は「費用」ではなく，
「投資」として考えることを強く
お薦めします。

　弊社によくご相談をいただく例
として，教育・研修制度がなくて
も優秀な従業員はいるとか，研修
で従業員の能力が高まる・高まっ
たかどうかの判断ができないため
教育・研修費用はコストであり予
算は最小限にしたい，といったも
のがあります。
　確かに上記の意見は理解できま
すし，大いにそのようなところが
あるでしょう。しかし，それでよ
いのでしょうか？　教育・研修費
は本当にコストなのでしょうか？
　これまで述べてきた通り，教育・
研修の機会を減らすことは，従業
員の成長の機会を奪うだけでな
く，従業員にとって会社の価値を
高める機会を失うことにもなりま
す。会社の価値を見出せなくなっ
た従業員は，同額の報酬をもらえ

る他社に転職するでしょう。今後，
少子高齢化が進み，人材獲得競争
が激化していくことを踏まえれ
ば，会社は目先のリスクではなく，
中長期的な目線で教育・研修制度
を充実させるというリスクを取る
べきであり，教育を人的資本への
投資と捉え，無形資産として企業
価値に貢献するサイクルを生み出
すことが求められてくるのです。
　「たかが教育・研修制度で…」
と感じる方もいらっしゃるかもし
れませんが，時代とともに従業員
にとっての教育・研修制度の価値
が変わっているのです。従業員に
長く会社に貢献してもらうために
も，必要な能力の獲得と同時に，
成長実感による生活への満足をも
たらす教育・研修制度の重要性が，
今，まさに高まっているのです。

※「国民生活に関する世論調査（令和４年10月調査）」（内閣府）（https://survey.gov-online.go.jp/r04/r04-life/）を
　もとにセレクションアンドバリエーション株式会社作成

図表　国民生活に関する世論調査（内閣府）
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